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 To realize the “Evidence-based Policy-making”, sufficient scientific evidence 
collection on the policy issue is definitely one of the most important preconditions. 
Nowadays, taking advantage of Health ICT (Information and Communication 
Technology) is greatly expected for the medical development. Since the Social Security 
and Tax Number (My Number) System has been implemented last year, to take 
Health ICT as a national strategy or not is a serious issue for the health 
policymakers. This article focused on two advanced countries, the typical welfare 
state Sweden and the model of e-Government Estonia, discussed their experiences in 
Health ICT utilization based on the overseas investigation outcome last year.  
 
 Both Sweden and Estonia have taken Health ICT as national strategy to improve 
their healthcare problems in the early 2000s. Nowadays, Sweden and Estonia are 
providing various eHealth services such as e-Prescription and e-Ambulance to support 
the citizens, medical professionals and policymakers. Furthermore, this article tried 
to explain the different attitudes to Health ICT utilization between Japan and other 
advanced countries by the following reasons, 1) the national perception to the health 
information privacy; 2) the assumed role of patients in the diagnostic process; 3) the 
different emphasis laid upon health information accumulation and exchange. Finally, 
this article pointed out that Health ICT do have effect on improving the health service 
delivery quality and accelerating the competition between medical institutions, 
however, it still cannot guarantee the data exchange security at this point. More 
scientific evidence of the merits and risks of Health ICT should be gathered before the 














 医療分野における ICT 技術の活用は、今後の医療の発展のために大いに期待されている。本
稿は、昨今、社会保障・税番号（マイナンバー）制度の実施を背景に、医療行政の次期の課題とし
て、医療 ICTの推進を分析対象として取り上げる。日本における医療 ICT の導入は医療機関ま
たは地域が限られているのに対して、2000 年代初頭から、医療 ICT を積極的に推進してきた先
進国家も少なくない。本稿では、2015 年度に実施した海外調査を踏まえて、社会福祉の先進国







る原因、また、医療 ICT のメリットとリスクの検討も試みた。医療 ICTに対する日本と両国の姿勢
が対照的である原因については、医療のプライバシーに対する認識の相違、診療における患者の
位置付けと医療情報の取り扱いにおける重点の置き方の三点の原因が指摘できる。また、医療


























ランスをとることが求められる中で、医療 ICT は一つの解決策として提起されているものである。 
 



















3）医療 ICT 化に基づく eHealth 戦略の内容、4）医療情報利活用の最新動向、5）eHealth 戦
略の方向性と 6）小括、を紹介する。2.においては、エストニアの 1）電子政府制度、2）国民番号制
























発行枚数は、現時点で約 47.7 万に及ぶiv。 
 
図 1. スウェーデン国民 ID カード（2012 年バージョン）v   図 2. Bank ID のログイン画面vi 




































































が、そこに登場したのが、スウェーデンの国家戦略の重要な一環である eHealth 戦略である。 
 
1.3 スウェーデンの eHealth 戦略 



















図 3. スウェーデン国家 eHealth 戦略（2010 年版）表紙 
 
 
eHealth 戦略に期待されている機能として、2010 年版 eHealth 戦略では、主に六つの目標が
提起されている。国レベルでは、医療 ICT 化に関する法整備の推進、また、情報構造と医療専門
用語の統一の二つ、地域レベルでは、技術インフラの改善、ICT システムの互換性の改善、医療























のように、スウェーデンの eHealth 戦略で利用される番号には、個人識別番号、Bank ID と医療







システムや、病気証明書のネット発行（eService for sick-note）が実現されているxxix。 
上記の二つの例のほか、スウェーデンで提供されている eHealth サービスxxxは、ユーザーから
見て一体化された使用感を中心にデザインされたものである。例えば、市民に受診のニーズがあ











ている。患者が銀行の発行する Bank ID でログインすると、診療の予約、処方箋の更新や、診断
結果の閲覧を行うことができる。しかも、医療従事者が回答した疾患ごとのオンライン Q&A は、患
者が自らの状況を把握するための情報として活用されている。このオンライン Q&A には 2015 年
10 月時点で、月 700 万の閲覧数に達しており、スウェーデンの 1,000 万弱の人口規模を考える
と、かなり高い利用率であるといえる。 
さらに、スウェーデンでは、13-25 歳の青少年向けのオンライン eHealth サービスも提供されて





テム（National Patient Summary）、医療従事者支援システム（Electronic Expert Support）
や電子処方箋なども実現しており、プライマリーケアの EHR 普及率は 100%に達している。 
 































2 エストニアの医療 ICT 化の最新動向 
2.1 エストニアの電子政府制度 
エストニアの最も大きな特徴として、国家戦略としての IT 立国化を挙げることができる。実際に、

























家を引きつけるようなビジネス環境を整えるために、2014 年 12 月に電子居住権（e-Residency）
制度が発足したxxxvii。 
 


































に個人識別番号（エストニア語では、isikukood という）が付与される。個人識別番号は 11 桁とな
り、性別１桁、生年月日 6 桁、通し番号 3 桁（同日に生まれた順番を示す）とチェックデジット 1 桁
から構成される。この個人識別番号は、税から社会保障まで市民生活において必要な行政サービ
スで広く利用されている。 
2002 年には、国民 ID カード（IC カード）が導入され、15 歳以上の市民はカードの所持が法律
で義務付けられることとなった。現在、国民 ID カードの発行は、120 万枚以上に達しており、全人







さらに、市民の利便性を改善するために、2007 年に国民 ID カードのモバイル版である、
Mobile-ID が導入された。これは、携帯番号の SIM カードに、国民 ID カードと同じ電子証明書
を格納する ICチップをつけるものであるxliii。これによって、国民 ID カードは携帯端末での利用も
可能となり、現在、市民に幅広く利用されている。この結果、日常生活では、市民が政府の保管す












































エストニア医療庁（Health Board）に許可された医療機関は約 1,000施設で、このうち 65施設が
入院治療を行う病院に分類される。外来診療を提供する医療機関は約 900 施設あるが、このうち
1/3 は家庭医が経営するプライマリーケアセンターで、1/3 は歯科医が経営するクリニックである。
専門的な外来診療を提供するのは約 150 施設であり、30 施設が外来リハビリサービスを提供して
いる。65 施設の病院のうち、10 施設は民間病院であり、非常に限られた高度専門医療を提供し








2.4 エストニアの eHealth 戦略 
電子政府が発達していることを背景に、エストニアの eHealth 戦略は単一の戦略として設計され
たというよりも、電子政府の提供する eサービスの一環として提起された。戦略の策定に先立ち、医
療提供における ICT 技術の利活用も、「IT 立国化」という国づくりの方針の下で、2000 年頃には
すでに議題に上っていた。2000 年には医療提供の電子化に関する企画が始まり、2003 年から
2005 年までは、eHealth 戦略の準備期間として、技術的インフラストラクチャーの整備が着実に
進められてきた。2005 年 10 月、エストニア eHealth 基金が設立された。その後、電子医療記録
EHR（Electronic Health Record）、診療結果のデジタル画像化、電子処方箋とデジタル登録制
度の導入と運用が始まったほか、eHealth 戦略（2006-2008）も正式に打ち出された。その後の発
展として、2008 年に電子医療記録システム EHR が正式に導入されたほか、2010 年には電子処
方箋（e-Prescription）も導入された。特に、電子処方箋は導入された当初から多く利用されてお
り、2015 年時点では約 98%の利用率に達している。近年の動向として、2014 年 7 月に、エストニ
ア政府と社会省は共同で eHealth ワーキンググループを立ち上げた。その立ち上げの趣旨は、
2020 年までの eHealth 戦略計画の策定にあるが、その中では一部の新たな eHealth サービス
も検討されているxlviii。 
こうしたエストニアの eHealth 戦略の前提として、いくつかの背景を挙げることができる。第一に、









2.5 エストニアの医療情報利活用の最新動向 l 



































































2.6 エストニアの eHealth 戦略の将来の方向性liii 


















一方エストニアの eHealth 戦略も、いくつかの課題を抱えている。最大の問題は、医療 ICT 開















































3 スウェーデンとエストニアの医療 ICT 推進事例からの示唆 































































り、医療情報の漏洩対策の検討が、医療 ICT 化をめぐる議論が始まる前提としてある。 
 
















方 kmlvで、37.7万平方 kmである日本lviの約 1.2 倍の面積を持つ一方、人口は約 968 万人で
lvii、1億 2692万の人口を擁する日本の 13分の 1にしか過ぎない。また、2014 年時点で、スウェ
ーデンの人口密度は 24 人/平方 km でlviii、しかも、人口の約半分が首都のストックホルム、南部
のイェーテボリやマルメーの都市圏に集中しているlix。日本の 349 人/平方 km に比べると、その
人口密度が非常に低いことがわかる。 
スウェーデンは積極的な移民政策を実施することによって、人口の低減に歯止めをかけようとし






EU 平均失業率の 9.2%より低い水準に止まっているlxi。また、2014 年時点で、スウェーデンの一




























面積に当たる。一方、エストニアの人口規模は約 131 万であり、大分県のそれに相当する。 
エストニアの政治・経済の概要についてみると、まず、エストニアの政治体制は、共和制である。
議会は任期４年の一院制で、解散はない。1991 年に旧ソ連から独立してから、エストニアはヨーロ
ッパへの復帰と統合を進めてきた。1999年に WTO に加盟、2004 年 5月に EU 加盟を果たした
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